
その他　9億10万円（4.0％） 
諸収入　2億7,096万円（1.2％） 使用料・手数料　5億2,456万円（2.3％） 

分担金・負担金　2億6,494万円（1.2％） 

地方特例交付金　4億8,250万円（2.1％） 

地方消費税交付金　7億7,217万円（3.4％） 

地方譲与税　4億2,202万円（1.9％） 

市債　13億3,890万円（5.9％） 

都支出金　23億3,208万円 
（10.2％） 

国庫支出金　16億4,828万円 
（7.2％） 

市　税 
137億9,560万円 
（60.6％） 

 

市　税 
137億9,560万円 
（60.6％） 
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納期内納税にご協力ください　─　税務課納税係（内）116～118 ─

227億5,211万円
《歳入の内訳（一般会計）》 市税の構成比は、税制改正の影響もあり、

平成17年度決算より約3％増えています。

歳入 歳入 歳入 平成18年度に市のお金がどのように使われたかをご理解いた
だくため、一般会計決算をお知らせします。
このページでは、歳入のポイントや、税制改正と三位一体の改

革により影響を大きく受けたことについて、4・5ページでは、歳
出の個別事業について特徴を挙げながらお知らせします。
なお、平成18年度の「事務報告書」「決算書」「決算審査意見書」

が、市役所情報公開コーナー、公民館、中央図書館、北・南市民
プラザで閲覧できます。 行政管理課財政係 （内）223

財政と行財政改革特集⑪
～ 平成18年度決算のポイントをお知らせします ～～ 平成18年度決算のポイントをお知らせします ～

財政と行財政改革特集⑪

100

150

130

140

120

110

平成 

18
年
度
 

3
年
度
 

4
年
度
 

5
年
度
 

6
年
度
 

7
年
度
 

8
年
度
 

9
年
度
 

10
年
度 

11
年
度 

12
年
度 

13
年
度 

137.9

114.5

124.5

121.3

113.7

120.2

126.0 126.0
124.1 123.4 123.5

126.3

億円 

税
収 

14
年
度 

126.1

15
年
度 

124.2

16
年
度 

125.1

17
年
度 

128.6

60,000

55,000

50,000

70,000

75,000

65,000

人 

73,563

65,809 66,121 66,170 66,298
66,560

67,676

69,370
70,738

71,470
72,099

72,753 73,024

市税収入 3月31日現在人口 

人
口 

73,574

73,213

73,339

《人口と市税収入の推移》

平成8年度から13年度までは、人口の大幅な増加がみられましたが、
ここ数年伸び悩んでいます。市税収入は、平成18年度に実施された
税制改正（定率減税2分の1縮減等）等により、平成17年度に比べて、
約9億3,000万円増加しました。

グラフは、中央線沿線市や国
立市と人口等の規模が類似し
ている市とを比較したもので
す。市民1人当たりの歳入は、高
い市では約44万円、低い市で
は約29万円とかなりの差があ
ります。（18年度決算統計より）
◎国立市は26市中高い方から
数えて16番目となります。

※普通交付税とは…地方交付
税のうち、災害等特殊事情
に対応するために交付され
る特別交付税を除き、地方
税等の収入の地域間格差を
補てんするため、国税の一
定割合を財源不足団体に交
付するもの。

《税制改正と三位一体の改革の影響を
大きく受けました》

税制改正における定率減税の廃止は、平成18年と19年
の2年で実施されます。平成18年度の財政は、定率減税
廃止の2分の1の影響を受けたこととなります。
平成18年度の税制改正では、定率減税の縮減以外に、

老年者控除の廃止、公的年金控除の見直し、たばこ税率
の引き上げなどが同時に実施されています。
また、三位一体の改革では、国から地方へ税源が移譲

され、およそ3兆円の税源が地方に移し替えられます。そ
の結果、平成19年に入って所得税が減って住民税が増額
となる措置が実施されましたが、実は、これは市財政に
おいては、主に平成19年度から影響を受けることとなり
ます。しかし、この方法による税源移譲は全国的には増
収となる自治体がほとんどですが、高額所得者の多い都
区部や市の一部（武蔵野市、国立市等）では、逆に減収と
なることが見込まれ、引き続き厳しい財政運営を強いら
れることとなります。

《市民1人当たりの歳入 他市との比較》
計319,502

0 計348,043

0 計294,141

0 計362,793

0 計439,702

0 計318,608

0 計334,079

0  計327,029

←30,340 計373,715

 ←11,239 計293,925

←3,457 計302,486

155,786 計316,234

←11,011 計326,131

0 計315,061

←4,617

（単位：円） 

税収 普通交付税（※） 都支出金等その他 
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注）このグラフは、住民基本台帳人口（外国人登録含まず）を使っています。
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妻や子どもに給与収入がある場合の税金と控除の有無

妻や子どもの
アルバイト
収　　　　入

100万円未満

100万円超

103万円未満

103万円超

141万円未満

141万円超
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住民税

○

○

×（配偶者特別控除

の適用あり）

×

所得税

○

○

×（配偶者特別控除

の適用あり）

×

妻や子どもに税金がかかるかどうか 夫が配偶者控除・扶養控除が受けられるかどうか
住民税

《歳入のポイント》
歳入全体では、平成17年度に比べ、金額で5億6,000万円、率で

2.5％の増となりました。このうち、歳入の根幹を成す市税が、平成
17年度決算に比べ、金額で9億3千万円、率で7.2％増となりました。
これは、平成18年度の税制改正の影響（個人住民税定率減税の2分の
1縮減等）によるところが大きな要因です。一方で、恒久的減税に対
する補てん措置として国から地方に交付されてきた地方特例交付金
が、減税措置の縮減に伴い1億2千万円減額となりました。また、国
庫支出金が、主に三位一体の改革の影響により、2億1千万円減額と
なりました。
以上のように、市税が増となったものの、その他の科目が減とな

っていますので、全体としてはわずかな伸びにとどまっています。
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◎ごみ焼却に係る経費 8億 9,089万円【12,111円】
稲城市・狛江市・府中市と共同でごみを焼却している清掃工

場（稲城市にある多摩川衛生組合）の運営費などを支出しました。

■多摩川衛生組合負担金 8億 9,089万円
（財源：都補助金　3,500万円、一般財源　8億5,589万円）

◎不燃ごみ等に係る経費（環境センター）
9,891万円【1,345円】

施設運営委託料5,765万円、施設改修工事683万円などを支出
しました。

◎その他の経費（人件費、清掃分室、リサイクルセンター等に
係る経費）

1億5,072万円【2,049円】

◎ごみ収集作業に係る経費 3 億 4,651万円 【4,710円】
ごみ収集委託料2億7,277万円、粗大ごみ収集等委託料2,070万

円、資源回収推進奨励金1,447万円などを支出しました。
■ごみ収集量（単位：トン）

（財源：ごみ処理手数料等　1億6,023万円、一般財源　1億8,628万円）

◎ごみ最終処分に係る経費 2億 225万円【2,749円】
25市1町が共同で焼却灰や不燃物を埋め立てている、日の出町

の二ツ塚広域処分場の運営費などを支出しました。
■広域処分場への年間搬入状況

■東京たま広域資源循環組合負担金 1億5,496万円、
埋立ごみ・プラスチック類等運搬委託料 3,236万円

（財源：都補助金　3,000万円、一般財源　1億7,225万円）

環境のまち
衛　生　費

収集量 12,055 1,636 1,065 447 4,689 27 19,919
持込量 3,924 46 0 164 7 0 4,141
合　計 15,979 1,682 1,065 611 4,696 27 24,060

区分 可燃ごみ 不燃ごみ プラスチック類 粗大ごみ 資源ごみ 有害ごみ 計

焼却後の灰 862 742 86
不　燃　物 129 191 49
合　　　計 991 933 135

種　　　別 処分量(トン) 埋立量(m3) 搬入台数(台)

市民1人当たりのごみに係る経費は、年額22,964円(し尿処理費除く)

平成１８年度の市のお金は
このように使われました

～一般会計の主な事業と経費～
ポイント：国立市は、一般財源のうち、おおよそ４分の３が市税です。市民の皆さんには

市税の使い道として、財源のうち特に一般財源と地方債（償還は、後年度に市税

などの一般財源から負担することになります）に注目して、読んでみてください。

注：◆（ ）の財源のうち、一般財源とは、市民税、固定資産税、地方交付税などで、使

い道が 特定されず、どのような経費にも使用できる収入のことです。

◆ 国や都の補助金、使用料・手数料、利用者負担金､地方債など、あらかじめ使い

道が特定されている収入を特定財源といいます。

※【 】は、市民１人当たりの経費で、総事業費を平成１９年３月末現在の外国人登録

を含む人口７３,５６３人で割ったものです。（１円未満は、四捨五入）

積立金（0.8％）1億8,044万円 維持補修費（0.7％） 
1億6,093万円 
貸付金（0.1％） 
2,970万円 

扶助費（20.2％） 
44億1,347万円 

人件費（21.3％） 
47億8,491万円 

物件費（14.8％） 
33億3,050万円 

繰出金 
（14.9％） 
33億4,943万円 

補助費等 
（13.5％） 
30億3,305万円 

人件費（21.3％） 
47億8,491万円 

扶助費（19.9％） 
44億5,676万円 

物件費（14.8％） 
33億3,050万円 

繰出金 
（14.9％） 
33億4,943万円 

補助費等 
（13.5％） 
30億3,305万円 

普通建設事業費 
（7.0％） 

15億6,232万円 

公債費（7.0％） 
15億6,598万円 

224億5,402万円

（性質別）歳出 歳出 歳出 

福祉のまち～安心といきがいのあるまちづくり～
民　生　費

基金（市の貯金）

平成18年度末の市の貯金（基金）は合計約53
億1,889万円で、市民1人当たりの貯金は約7万
2千円になります。
基金で一番多いのは、財政調整基金13億

5,775万円で、これはいざというときのために
積み立てた貯金にあたります。

年度 

億円 

財政調整基金 

公共施設整備基金 

職員退職手当基金 

鉄道連続立体交差化 
整備基金 

H17 H16 H15 H14 H13 H12 H18 0

5

10

15

20
主な基金残高の推移

◎地方債の元利償還金
15億 6,598万円【21,288円】

（内訳：元金　12億8,968万
円、利子　2億7,630万円)
建設経費の財源や減税によ

る税収減補てんなどのため、
国や東京都などから過去に借
り入れた長期の借入金（地方債）
の元金と利子を支払いました。
（財源：すべて一般財源）

公　債　費

◎基金積立金 1億 8,048万円 【2,453円】
さまざまな目的のために積み立てている

資金（基金）の元金や利子を積み立てまし
た。特に、将来の支出に備え、財政調整基
金や職員退職手当基金に元金の積み立てを
行いました。
※上の「主な基金残高の推移」グラフも参
考にしてください。

（財源：開発行為に伴う財政協力金　223万
円、受託水道事業特別会計繰入金
2,084万円、基金利子　589万円、
旧道路および水路売払収入　547万
円、一般財源　1億4,605万円）

平成18年度では、下記の事業について市議会へ報告し、必要な予算を平
成19年度に繰り越す手続きをとっています。

継続費…大規模な建設工事など、事業の実施に2年以上を要するもので、
あらかじめ、事業費の総額と各年度の事業費を定めておくもの

繰越明許費…何らかの事情でその年度内に支出を終わらない見込みがある
経費について、翌年度に繰り越して使用することができるよう、定
めておくもの

事故繰越し…事業に着手したものの、その後に生じた避け難い事情のため
に年度内に支出が終わらない場合に、翌年度に繰り越すもの

諸 支 出 金
◎コミュニティバスの運行経費

4,643万円 【631円】
平成18年4月18日より、青柳・

泉ルートの運行を始めました。
■利用状況（全路線）
一日運行本数　56本
利用者合計数　264,012人
一日当たりの利用者数

723人
■運行経費補助金 4,630万円
（車両購入費1,822万円を含む）

（財源：都補助金　1,205万円、
寄付金　33万円、一般財
源　3,405万円）

総　務　費
◎東京都消防委託金
9 億 7,402万円 【13,241円】
国立市の常備消防（立川消

防署の2カ所の出張所）につ
いて、東京都との協定に基づ
き委託金を支払いました。
■常備消防の出動状況
火災　28件
救急　3,063件

（救急は、平成18年1月～
12月分）

（財源：都補助金　1億5,000
万円、一般財源　8億
2,402万円）

消　防　費

■被保険世帯数 15,451世帯　■被保険者数 26,340人
（財源：国・都負担金　8,835万円、一般財源　7億7,254万円）

◎保育所での保育 18億 8,649万円【25,645円】
0歳児から5歳児までの児童を市内（11園）および市外（31園）

の保育所で保育しました。
■平成18年度月平均入所児童数 計1,082人
0歳児 85人 1歳児 124人 2歳児 186人
3歳児 236人 4歳児 225人 5歳児 226人

■入所児童1人当たり 約174万円（うち約25万円は本人負担）
（財源：国・都支出金　4億6,013万円、地方債　120万円、本

人等負担金　2億7,095万円、一般財源　11億5,421万
円）

◎学童保育所の運営 1億 5,041万円【2,045円】
小学校1年生から3年生までの留守家庭の学童を、放課後や

休み期間中に学童保育所で預かり、健全育成しました。
■学童保育所設置数 7カ所　■在籍児童数 530人
■在籍児童1人当たり 約28万円（うち約3万円は本人負担）

（財源：都補助金　2,758万円、本人負担金　1,638万円、
一般財源　1億645万円）

◎乳幼児医療費助成 1億 969万円【1,491円】
乳幼児を養育している方に対し､医療費の一部を助成しま

した。
（財源：都補助金　5,605万円、一般財源　5,364万円）

◎一人暮らしと在宅高齢者福祉対策事業
1億 590万円【1,440円】

■利用状況 高齢者食事サービス　 4,133万円　
対象者　379人　延べ53,992食
一食当たり　765円

（財源：都補助金　747万円、本人等負担金　416万円、一般
財源　9,427万円）

◎高齢者の生きがい事業 2,957万円【402円】
■利用状況 デイホーム事業　1,248万円　

登録実人数　78人
実施日数　252日　利用延人数　2,805人

（財源：都補助金　1,145万円、一般財源　1,812万円）

◎老人保健医療特別会計繰出金等 3億 1,740万円【4,315円】
老人医療費の公費負担分として、老人保健医療特別会計へ

繰り出し（他の会計への支出）をしました。
（財源：国・都支出金　426万円、一般財源　3億1,314万円）

◎介護保険特別会計繰出金 5億 7,839万円【7,863円】
介護給付費として3億8,761万円、地域支援事業費として

194万円、事務費として1億7,944万円等を支出しました。
（財源：すべて一般財源）

◎障害者介護給付事業 8億 6,320万円【11,734円】
居宅生活や施設入所等の支援を行いました。
■支援費支給申請および支給決定人数（実人数）

（財源：国・都支出金　5億6,388万円、一般財源　2億9,932万円）

◎心身障害者（児）福祉手当 2億 161万円【2,741円】
■受給者数 1,269人
■受給者1人当たり 約16万円

（財源：都負担金　1億2,287万円、一般財源　7,874万円）

◎国民健康保険特別会計繰出金 8億 6,089万円【11,703円】
主に、赤字補てん分として7億4,309万円、人件費および事

務費として1億1,780万円を繰り出し（他の会計への支出）しま
した。

その他（3.0％） 
2億5,111万円 

子どものための事業 
（37.4％） 
30億9,117万円 

高齢者のための事業 
（15.3％） 
12億6,500万円 しょうがいの 

ある方のための事業 
（19.2％） 
15億8,149万円 

生活支援のための事業 
（14.4％） 
11億8,834万円 民生費 

82億6,500万円 

子どものための事業 
（37.4％） 
30億9,117万円 

高齢者のための事業 
（15.3％） 
12億6,500万円 しょうがいの 

ある方のための事業 
（19.2％） 
15億8,149万円 

生活支援のための事業 
（14.4％） 
11億8,834万円 

国民年金関係（0.3％） 
2,700万円 

国民健康保険関係 
（特別会計への繰出金） 

（10.4％） 
8億6,089万円 

民生費 
82億6,500万円 

申請者数 支給決定者数
身体しょうがいしゃ 86 86
知的しょうがいしゃ 118 118
精神しょうがいしゃ 40 40
しょうがい児 20 20
合　　計 264 264

■多摩川衛生組合
への年間搬入状況

搬入量 19,047トン

焼却量 19,011トン

鉄回収量 37トン

事　　業　　名 事　由 繰　越　額

市立第二小学校地震補強等改修工事 継続費 100円

清化園跡地活用事業者選定業務委託料 繰越明許費 180万円

都市計画道路3・4・10号線局所改良事業 事故繰越し 536万3,000円

～環境を大切にするまちづくり～

224億5,402万円

（目的別）

《民生費の内訳》

歳出 歳出 歳出 

教育のまち～教育を尊重するまちづくり～

発展するまち～個性と活気があふれるまちづくり～

教　育　費

◎小学校の管理運営経費 10億 1,701万円【13,825円】
毎年経常的に支出する管理運営費5億9,486万円に加

え、18年度は第六小学校用地買収費4億2,215万円を支
出しました。
■1校当たり 7,436万円（用地買収費を含まない金額）
※都から支給される教職員の給与分は含まれていませ
ん。

（財源：国・都補助金　1億7,026万円、地方債　3億
7,000万円、行政財産使用料等　13万円、一般
財源　4億7,662万円）

◎中学校の管理運営経費 2億 2,259万円【3,026円】
■1校当たり 7,420万円
※都から支給される教職員の給与分は含まれていませ
ん。

（財源：国･都補助金 1,220万円、地方債　300万円、
行政財産使用料　6万円、一般財源　2億733万
円）

◎くにたち文化・スポーツ振興財団関係経費
3億 7,452万円【5,091円】

市民芸術小ホール、市民総合体育館、郷土文化館の管

土　木　費 ちょく状況により負担額が増加する見込みです。
（財源：地方債　2億7,000万円、都補助金　1億1,895万円、

一般財源 1億5,792万円）

◎都市計画道路3・4・10号線局所改良事業
8,125万円【1,104円】

用地買収費4,948万円、整備業務委託料3,177万円を支出
しました。
（財源：都補助金　4,173万円、一般財源　3,952万円）

◎下水道事業特別会計繰出金 16億 543万円【21,824円】
公債費（下水道施設建設のための地方債の元利償還金）等の

財源として14億3,287万円、雨水処理経費として1億7,256
万円などについて、繰り出し（他の会計への支出）をしました。
（財源：すべて一般財源）

◎中央線連続立体交差事業負担金 5億 4,687万円【7,434円】
東京都への負担金総額は、53億円にのぼり、今後工事の進

理運営費として、委託料、補助金を支出しました。
（財源：都補助金　400万円、施設使用料　5,116万円、

一般財源　3億1,936万円）

◎図書館の管理運営経費 2億 4,366万円【3,312円】
■蔵書：36万7,168冊
■貸し出し：市民1人当たり7.9冊／年

（財源：都補助金　30万円、地方債　440万円、図書館
コピー代等　143万円、一般財源　2億3,753万
円）

◎私立幼稚園園児保護者等補助事業
1億 162万円【1,381円】

保護者の負担を軽減し、教育の充実・発展を図るた
め、補助金を支出しました。
■主な支出
私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金
延べ12,773人（月平均1,064人） 6,219万円
私立幼稚園就園奨励費補助金　449人 3,139万円
私立幼稚園等運営費補助金 612万円

（財源：国・都補助金　3,213万円、一般財源　6,949万
円）

民生費（36.8％） 
 82億6,500万円 

教育費 
（12.7％） 

28億4,965万円 

総務費（12.2％） 
27億3,462万円 

民生費（36.8％） 
 82億6,500万円 

土木費 
（13.6％） 
30億4,998万円 

衛生費 
（10.1％） 
22億7,580万円 

衛生費 
（10.1％） 
22億7,580万円 

教育費 
（12.7％） 

28億4,965万円 

総務費（12.2％） 
27億3,462万円 

公債費（7.0％） 
15億6,598万円 

消防費（4.7％） 
10億6,524万円 

議会費（1.3％） 
2億8,447万円 

諸支出金（1.0％） 
2億1,521万円 

その他（0.6％）
1億4,807万円 

財政と行財政改革特集⑪（続き）財政と行財政改革特集⑪ 平成18年度 国立市経常収支比率 平成18年度
市長交際費決算額
320,668円平成18年度の経常収支比率は、17年度と比較し、4.7％改善され

ました。これは、支出（分子）が1.6％増だったのに対し、収入（分母）
が6.5％増と、分母の増が分子の増を上回ったことによるものです。
具体的には、支出では、人件費が減となったものの、扶助費・公債
費・物件費・繰出金等が増となり、1.6％増となりました。一方、収入
では、市税（＋9億6,000万円）や地方譲与税（＋1億1,600万円）の増
があり、全体で6.5％の増となりました。
○経常収支比率とは…
市税や普通交付税など毎年経常的に入る収入を、どれほど経常（義

務）的支出に使ったのかを示す割合で、財政の弾力性を計るものです。
多摩地区市平均が91.8％（分母に減税補てん債および臨時財政対策債
を加えた率は、88.6％）となっています。国立市はかなり高く、厳し
い財政状況にあるといえます。
※多摩地区26市中、国立市は高い方から8番目（平成17年度は高い方
から2番目）となっています。

市長交際費の支出状況を開示しています
国立市では、市長交際費の支出状況
を毎月開示しています。（毎月5日
までに前月分を開示）

開示場所
市役所情報公開コーナー、公民館、
中央図書館、北・南市民プラザ

※市のホームページでもご覧になれま
す。
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各種団体の行事等への参加
費などで55回支出しました
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多摩地区市平均 
※加重平均で算出 

加重平均とは…財政規模の違 
いを考慮して算出した平均値 

経常的に収入される市税などの一般財源（収入） 
＜経常収支比率の算式＞ 

経常的な支出に使った市税などの一般財源（支出） 

※平成13年度からの（　）内の数字は、国の統計方法
の変更により、分母に減税補てん債および臨時財政
対策債を加えた新しい算式で計算したものです。 

《経常収支比率の推移》

《歳出のポイント》
歳出は、平成17年度に比べ、金額で5億4,000万円、率で2.5％の増となり
ました。
目的別では、総務費、民生費、教育費の伸びが大きく、逆に諸支出金が大
きく減となりました。
性質別では、補助費等、普通建設事業費の伸びが特に大きく、逆に人件費、
積立金は大幅な減となりました。

総務費…市政運営とコミュニティなどの経費
民生費…福祉サービスの提供に要する経費
教育費…小・中学校、社会教育、社会体育等の経費
諸支出金…基金（市の貯金）への積み立ての経費、国・都への返還金など

補助費等…清掃関係の一部事務組合負担金、東京都消防委託金、その他補助金など
普通建設事業費…道路、学校等の施設の新設、改良事業に要する経費
人件費…職員の給料・手当、議員および各種委員報酬、社会保険料などの共済費
積立金…基金（市の貯金）への積み立ての経費
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